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1 問題の所在

(1) 欧州の法状況と人権

欧州連合 (EU) は、とりわけリスボン条約以後、「人権アクターとして

成人した」とも評される
( 1 )

。その評価は周知のように、欧州連合基本権憲章

(基本権憲章) が基本条約と同等の効力を有することになったという事実

を前提としている。このことは同時に、EU法の枠組みにおいて複数の人

権文書の実質的並存という状況が生じていることをも意味している。基本

権憲章と、欧州連合に関する条約 (EU 条約) 6 条 3 項により EU 法の一

般原則としての地位を有する欧州人権条約との並存である。それは同時に、

欧州司法裁判所と欧州人権裁判所という二つの国際裁判所が人権分野にお

( 1 ) Gráinne de Búrca, ʻThe Road not Taken : The European Union as a Global Human Rights

Actorʼ, American Journal of International Law, Vol. 105, 2011, pp. 649-693.
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いて並存しているということでもある。

1970 年代に、欧州共同体 (EC) の立法の構成国当局による実施が当該

構成国において司法統制の対象とされる事態、すなわち共同体の第二次法

が国内憲法の人権規定に照らして審査されるという事態に直面し
( 2 )

、EC 諸

機関は EC法秩序において基本的人権の尊重が確保されていることを示す

ことの重要性を認識した。欧州司法裁判所は 1970 年以来、まず自らが構

成国に共通の憲法的伝統により示唆を受けていることを表明し
( 3 )

、1975 年

に至って欧州人権条約をその示唆の源泉として明示するようになった
( 4 )

。

その一方、欧州において欧州司法裁判所と並ぶ国際裁判所である欧州人

権裁判所も、EU法との関係を意識せざるを得ない立場にある。人権裁判

所は、EC/EU 法を実施する国内当局の行為によって人権侵害を受けたと

主張する個人の申立を受理し、当該行為の同条約との両立性を審査する権

限を有している。このような申立事件で条約違反が認定されれば、間接的

に EC/EU法の正統性に影響が及ぶことは否定できない。欧州人権裁判所

は著名なBosphorus 事件において、申立事件と関連してEC/EU法が欧州

人権条約と「同等の保護」を確保していると認定される場合には、申立の

対象となっている国内当局の行為の条約との適合性が推定されると述べ、

「同等の保護」の概念を介して人権保護の観点から EC/EU 法の内実に踏

み込む可能性を示唆している
( 5 )

。

以上の状況を背景として、EC/EU 法への人権規範の取込みへの動きが

二つの方向で進められてきた。一つは EC/EU独自の権利章典の作成であ

( 2 ) ドイツ連邦共和国憲法裁判所は 1974 年 5月 29日の決定において、EC の統合過程が、

基本法との比較において十分な基本権カタログを共同体法が受容するまでに至っていない

限り、欧州司法裁判所の先行判決を経て当裁判所に求められる司法審査は、審査を求める

裁判所が共同体法の規則を基本法上の基本権に抵触するために適用不可とみなす限りにお

いて受理されるとの判断を行っている。BVerfGE 37, 271 2 BvL 52/71.

( 3 ) Internationale Handelsgesellschaft v. Einfuhr- und Vorratsstelle für Getreide und

Futtermittel, 17 December 1970, C-11/70, para. 4.

( 4 ) Roland Rutili v Minister for the Interior, 28 October 1975, C-36/75, para. 32.

( 5 ) Bosphorus Have Yallari Turizm ve Ticaret Sirketi v. Ireland, 30 June 2005 [GC], Series

A, no. 258-B.
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り、今一つはEC/EUとしての欧州人権条約への加入である。

前者のアプローチは 2000 年に基本権憲章として結実した。但し当初は

EC/EU 法上、それ自体に拘束力は付与されず EC/EU 法の解釈指針とし

てのみ位置づけられていたが、上記のようにリスボン条約発効により「基

本条約と同一の法的価値を有する」文書として、EU諸機関及び EU法を

実施する国内当局を拘束することとなった。このことは、基本権憲章が欧

州司法裁判所により他のEU立法と同様に解釈適用されるようになったこ

とをも意味している。このように、EU構成国 (そのすべてが欧州人権条

約の締約国である) にとって欧州人権条約と基本権憲章という、いずれも

法的拘束力を有し、かつ規定の対象と内容においてほぼ重なる国際人権文

書が並存し、その解釈適用を、これも互いに優位劣位の関係になく並存す

る欧州司法裁判所と人権裁判所が別々に行う状況が生じている。そこでは、

両裁判所の解釈の衝突を通じた基本権憲章と人権条約の衝突が生ずる可能

性がある。

後者のアプローチは、議論の当初から約 40 年を経て、なお実現してい

ない。EC/EU が欧州人権条約に加入するにはまず人権条約の改正が必要

であるが、それは 2004 年に採択された第 14議定書による改正 (2010 年 6

月 1日発効) で、条約 59 条 2 項として EU が加入できる旨の規定が挿入

された。EU の側ではリスボン条約により、EU が (基本条約に定める

EU の権限を損なわないことを前提に
( 6 )

) 欧州人権条約に加入する旨が EU

条約に書き込まれ、EU運営条約 218 条 6 項は加入に関する協定の採択手

続を定めた。加入協定の交渉は 2010 年 6月 4日の EU理事会決定によっ

て開始され、修正草案が 2013 年に成立した
( 7 )

。しかし、同条 11 項により意

( 6 ) ｢連合の人権及び基本的自由の保護に関する欧州条約への加入に関する欧州連合条約 6

条 2 項に関する第 8議定書」2 条は、EU の欧州人権条約加入に関する協定は EU の管轄

又はその機関の権限に影響を与えないことを確保しなければならないと規定している。

Official Journal, 26 October 2012, C 326, p. 273.

( 7 ) Fifth Negotiation Meeting between the CDDH Ad Hoc Negotiation Group and the

European Commission on the Accession of the European Union to the European Convention

on Human Rights, Final report to the CDDH, 47+1(2013)008rev2.
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見を求められた欧州司法裁判所は 2014 年 12月に、基本権憲章と人権条約

の調整がなお必要なこと、人権条約第 16議定書の定める先行意見制度が

自らの先行判決制度を損なう虞があることを理由に、協定草案がEU法と

両立するものではないとする意見を発表した
( 8 )

。そのため協定草案には修正

が必要となった。EUの欧州人権条約加入が既定の方針であるであること

に変わりはないとしても、その完遂にはなお時日を要する状況である
( 9 )

。

(2) 人権分野における欧州司法裁判所と欧州人権裁判所の並存

では現行のEU法において、欧州人権条約はどのように位置づけられて

いるのだろうか。本稿の主題につながる限りで概観することにする。

マーストリヒト条約 F条は、欧州人権条約により保障され構成国に共

通の憲法的伝統に由来する基本権が、共同体法の一般原則として尊重され

るべき旨を規定し、それは基本的に現行 EU条約 6条 3 項に引き継がれて

いる。基本権憲章 52 条 3 項は、基本権憲章が欧州人権条約で保障される

権利を含む場合、当該権利の意味と射程は同条約の規定するところと同一

であるものとすると規定し、EU法の一般原則としての欧州人権条約と基

本権憲章の整合を図っている。更に同項と 53 条は、欧州人権条約が保障

されるべき人権の最低基準を定めているということを前提としてEU法が

欧州人権条約よりも広い保護を規定することを妨げないことを規定する一

方、EU法を欧州人権条約その他 EU自体又はその全構成国が締約国であ

る条約の保障する人権を制限、侵害するように解釈することを禁じている。

欧州人権条約及び構成国に共通の憲法的伝統から示唆を得るという態度

は、既述のように欧州司法裁判所が ECの時代からとってきたものであり、

また自ら判例において発展させてきた法の一般原則の一つと捉えてきたも

( 8 ) Court of Justice of the European Union, Press Release no. 180/14, 18 December 2014.

( 9 ) 欧州理事会が 2009 年に採択した、CEAS の 2010 年から 2014 年までの工程に関するス

トックホルム・プログラムは、更に EUの難民条約及び難民議定書への加入の検討を挙げ

ている。The Stockholm Programme ― An open and secure Europe serving and protecting

the citizens, 2 December 2009, Official Journal C115/1, para. 6. 2. 1.
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のである。マーストリヒト条約 F条以来の条項はその明文化ということ

ができる。そしてそこで言及される欧州人権条約は、欧州司法裁判所の実

行に照らしても欧州人権裁判所の判例を含むそれであるとしなければなら

ない
(10)

。実際、欧州司法裁判所は 1996 年の P v. S and Cornwall County

Council 事件
(11)

以来、欧州人権条約自体だけでなく欧州人権裁判所の判例を

も参照している。

もっとも、両裁判所の判断が抵触する可能性がこれまでになかったわけ

ではない。その一例が、裁判手続における法務官の意見を巡って争われた

一連の事例である。欧州人権裁判所は 1996 年に判決を下したVermeulen

事件
(12)

で、ベルギーの破棄院における裁判手続上、法務官の意見に対して反

論が許されないのは公正な裁判を受ける権利を保障する欧州人権条約 6条

に違反すると判示した
(13)

。この事件自体は専らベルギー国内法にかかわるも

のであったが、ベルギーの制度が欧州司法裁判所のそれと類似しており、

欧州司法裁判所でも法務官の意見に反論の機会が与えられないことから、

欧州司法裁判所の先行判決手続において論点となった。Emesa Sugar 事

件
(14)

は、EUにとっての Overseas Countries and Territories であるオランダ

領アルバから輸入される砂糖の課税を巡ってオランダ裁判所で争われ、欧

州司法裁判所に先行判決が求められたものであるが、当事者である

Emesa 社が法務官の意見に対する反論の機会を求め、その際に上記

Vermeulen 事件判決に依拠した。欧州司法裁判所は、基本権が欧州司法

(10) Explanations Relating to the Charter of Fundamental Rights, 2007/C 303/02, Official

Journal, 14 December 2007, C303, pp. 17-35, p. 33, Tobias Lock, The European Court of

Justice and International Courts, Oxford U. P., 2015, pp. 181-182.

(11) P v. S and Cornwall County Council, 30 April 1996, C-13/94.

(12) Vermeulen v. Belgium, 20 February 1996, Reports of Judgments and Decisions 1996-I.

(13) 同旨の判断がポルトガル、オランダについても下されている。Lobo Machado v.

Portugal, 20 February 1996, Reports of Judgments and Decisions 1996-I, J. J. v. The

Netherlands, 27 March 1998 , Reports of Judgments and Decisions 1998-II, K. D. B. v. The

Netherlands, 27 March 1998, Reports of Judgments and Decisions 1998-II.

(14) Emesa Sugar (Free Zone) NV v. Aruba, 4 February 2000 (Order), 8 February 2000

(Judgment), C-17/98.
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裁判所自らその遵守を確保すべき法の一般原則であり、EU条約 6 条 2 項

(当時) に編入されていることを確認しつつ、欧州司法裁判所の法務官が

構成国の司法制度においてとは異なり如何なる当局にも服さない存在で

あって、資格要件も裁判官と同一で独立性に疑いがないこと、法務官の意

見に対する反論を認めると手続の遅延につながること等に鑑みて、欧州人

権裁判所のベルギーについての事例を移植することは適切ではないとして、

Emesa社の請求をしりぞけた
(15)

。

欧州人権裁判所は締約国の法務官制度についてそれ以前から、対審原則、

武器平等原則等に照らして判例を積み重ねていた。その過程で欧州人権裁

判所は、公正な司法運営に公衆がより敏感になってきたという締約国にお

ける変化を捉え、いわゆる発展的解釈を用いて、法務官の独立性、公平性

に関しその実際の内実を重視する姿勢から当事者の視点から見た外観をよ

り重視する姿勢へと変化してきたといわれる
(16)

。欧州人権裁判所のこの変遷

には批判があるところだが、そのような判例の変遷においてEU法務官の

独立性を構成国のそれとは異なると強調する欧州司法裁判所の議論は

Vermeulen 判決に批判的でありながら同判決との事例の違いを強調する

ことで欧州人権裁判所との間における判断の抵触を避けんがための議論で

あるように思われる。少なくとも欧州司法裁判所の側における欧州人権裁

判所判例に対する配慮と、それとの明白な抵触を避けようとする傾向が表

れた事例である。

以上のような欧州司法裁判所の欧州人権条約及び欧州人権裁判所判例へ

の態度は、既述の基本権憲章 52 条 3 項によって成文上の裏付けを得てい

(15) Ibid., paras. 11-19. それを受けてEmesa社はオランダ政府を相手取り欧州人権裁判所に

申立を提起した。欧州人権裁判所は本件が税法上の争訟事件であることから、欧州人権条

約 6 条 1 項の適用対象たる「民事上の権利義務の決定」「刑事上の罪の決定」のいずれの

手続にも該当しないとして申立を不受理とした。Emesa Sugar NV v. the Netherlands, 13

January 2005.

(16) 大藤紀子「コンセイユ・デタ (フランス行政裁判所) における政府委員の役割と外観理

論 ――クレス判決――」戸波江二他 (編)『ヨーロッパ人権裁判所の判例』信山社

(2008 年) 281-285頁。
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るといえよう。ただ、同項によって欧州司法裁判所が欧州人権裁判所判例

に従うことを求められているわけではない。基本権憲章の説明書は同項に

関して、同項が基本権憲章と欧州人権条約との必要な限りでの一貫性の確

保を意図している一方、それによってEU法及び欧州司法裁判所の自律性

が損なわれてはならないと記述している
(17)

。更に、EU法、欧州司法裁判所

判例が欧州人権条約よりも高水準の権利を保障することは何ら妨げられて

はいない。

本稿では、以上の状況に照らし、EUの平面における二つの人権文書の

共存のあり方を、両裁判所の相互関係という側面から考察することを主た

る目的とする。但し、それを本稿では、以下に述べる理由により、庇護権

に関わる側面に限って行う。その点で本稿は、共通欧州庇護システム

(CEAS) に関し、筆者が進めている検討の一部を構成する。

2 共通欧州庇護システム (CEAS) の展開と基本権憲章、欧州司

法裁判所

CEAS につながる動きは少なくとも 1970 年代半ばまで遡ることができ

るが
(18)

、それは欧州の主要国、換言すれば当時から自国に対してなされる庇

護申請が増加をはじめ、対策の必要性を感じていた諸国の間での協議から

始まったということができる。庇護申請処理に係る欧州主要各国の負担を

和らげることを趣旨とした、欧州レベルでの庇護申請処理の「管理」体制

を形作るというところから制度構築が始まったのであり、そこには庇護申

請者の「保護」の観点からすれば多くの課題があったといわざるを得ない。

ダブリン条約に基づく庇護審査責任国制度は、実質的には独、英、仏、蘭

等庇護申請が大量になされる諸国からその他の域内諸国への送還の正当化

をもたらしたし、申請の効率的処理を眼目とした簡略 (迅速) 手続の導入

(17) Explanations Relating to the Charter of Fundamental Rights, Op. cit., p. 33.

(18) 戸田五郎「欧州庇護政策に関する覚書」藤田久一・松井芳郎・坂元茂樹 (編)『人権法

と人道法の新世紀』東信堂 (2001 年) 197-223頁。
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とそれが依拠する「安全な第三国」の概念は、真に保護を必要とする者を

も排除する危険を伴っていた
(19)

。

1999 年のタンペレ欧州理事会は EU の枠組みでの共通庇護政策 (庇護

審査責任国の決定、公正かつ実効的な庇護手続の共通標準，庇護申請者受

入れの共通最低要件、国際的保護の対象となる者の地位とその内容に関す

るルールを含む) の確立に向けた作業を開始することを決定した
(20)

。その工

程の第 1期とされた 2000 年から 2005 年の期間に進められた法整備の結果、

受入指令 (2003 年
(21)

)、ダブリン条約に代わるダブリン II 規則 (2003 年
(22)

)、

資格指令 (2004 年 4月
(23)

) 及び手続指令 (2005 年 12月
(24)

) 他が成立した
(25)

。

タンペレ理事会は、以上の工程の設定にあたり、共通庇護政策が難民条

約とノン・ルフールマンの原則の遵守に基づくものたるべきである旨を打

ち出していた。その背景には、すなわち共通庇護政策をいわば「管理」を

主旨としたそれから「保護」に配慮したそれへと転換する方向性が示され

た背景には、欧州人権裁判所の出入国管理に関わる諸先例、すなわち、個人

の特定国への送還 (犯罪人引渡し、退去強制) に際し、送還先で当該個人

が欧州人権条約に違反する取扱いを受ける蓋然性が高い場合、送還を実施

すれば送還国に条約違反を認定するという判断の蓄積
(26)

があったと思われる。

(19) 同 207頁以下。

(20) Presidency Conclusions, Tampere European Council 15 and 16 October 1999, para. 14.

(21) Council Directive 2003/9/EC of 27 January 2003 Laying Down Minimum Standards for

the Reception of Asylum Seekers, Official Journal L 31/18.

(22) Council Regulation (EC) No. 343/2003 of 18 February 2003 Establishing the Criteria

andMechanisms for Determining theMember State Responsible for Examining an Asylum

Application Lodged in One of the Member States by a Third-Country National, Official

Journal L 50/1.

(23) Council Directive 2004/83/EC of 29 April 2004 on Minimum Standards for the

Qualification of Third Country Nationals or Stateless Persons as Refugees or as Persons

who Otherwise Need International Protection Granted, Official Journal L 304/12.

(24) Council Directive 2005/85/EC of 1 December 2005 on minimum standards on procedures

in Member States for granting and withdrawing refugee status, Official Journal L 326/13.

(25) 第二期に行われた各指令、規則の改正については戸田五郎「EU における国際的保護」

法律時報 86 巻 11 号 29-34頁、Francesco Cherubini, Asylum Law in the European Union,

Routledge, 2015.

↗(26) Soering v. the United Kingdom, 7 July 1989, Series A no. 161, Chahal v. the United
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2000 年に成立した基本権憲章は 18 条において「庇護権は難民の地位に

関する 1951 年 7月 28日のジュネーブ条約及び 1967 年 1月 31日の議定書

の諸規則の尊重に基づき、欧州連合に関する条約及び欧州連合の運営に関

する条約に従って保障されるものとする。」と規定し
(27)

、19 条 2 項は上述の

ような欧州人権裁判所の判例に基づいて「何人も死刑、拷問又はその他の

非人道的又は品位を傷つける取扱い又は刑罰に服する重大な危険がある国

に送還され、追放され、又は引き渡されてはならない」と定めている。基

本権憲章は EU 法における人権の核をなすとともに、その共通庇護政策

(その制度的側面を指して共通欧州庇護システム (CEAS) という呼称が

用いられる) にとっても、その「管理」から「保護」への転換を指し示し、

担保する文書として位置づけることができよう。CEASに関連する上記の

規則・指令が、それ自体としては「保護」の促進の観点から様々に批判さ

れてきたことに照らせば、その重要性は明らかである。そして「保護」の

ための制度としての CEAS を担保する機能は、リスボン条約の発効に伴

い、基本権憲章が EU 法の一部となった結果、基本権憲章に照らして

CEASに関連する事例の判断を行えるようになった欧州司法裁判所に与え

られている。欧州司法裁判所がこの分野の問題について先行判決を下す権

限も拡大された
(28)

。

このように、EUの「人権アクター」としての成長は CEAS にとっては

その性格の転換との関係で重要な意味をもつのであり、その転換を担保す

るについて欧州司法裁判所が担うべき役割は大きい。その一方で、欧州人

Kingdom, 15 November 1996, Reports of Judgments and Decisions 1996-V.↘

(27) これは庇護権という文言を伴っているとはいえ、庇護を求める個人の権利を規定したも

のではなく、実質的にはノン・ルフールマンの保障を核としていると解釈されている。

(28) リスボン条約の発効以前において、EC条約第 4編 (査証、庇護、移住及び人の自由移

動に関する他の政策) に関して構成国の国内裁判所が司法裁判所に先行判決を求めること

ができるのは、「本編の解釈又は本編に基づく共同体の機関の行為の効力又は解釈に関す

る問題が生じ、その決定につき国内法上、司法救済手続のない」場合に限定されていた

(EC条約 68 条 1 項) が、それは撤廃された。Francesca Ippolito & Samantha Velluti, ʻThe

Relationship between the CJEU and the ECtHR : the Case of Asylumʼ, K. Dzehtsiarou, T.

Konstadinides, T. Lock & N. OʼMeara (eds.), Human Rights Law in Europe, Routledge,

2016, pp. 156-287, p. 161.
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権裁判所は既述のような欧州人権条約の発展的解釈を通じて庇護関連の事

案を取り扱ってきており、その判例は基本権憲章を始めとするEU立法に

少なからぬ影響を及ぼしている。両裁判所がともに庇護の分野において判

例を展開する状況に至ったという状況、そして両者が不可避的に、互いの

判例に表れた関連国際文書の解釈適用を参照することなく、あるいは念頭

に置くことなく判決を下すことはできない状況に鑑みれば、CEASの、庇

護申請者の「保護」を真に根幹とする運営を確保するための司法機関の役

割の考察は、両裁判所の関係、そして両人権文書の関係の考察から始めね

ばならない。本稿で庇護の分野における両裁判所の関係を考察するのはこ

のような理由に基づいている。

3 庇護関連事例と欧州司法裁判所、欧州人権裁判所

(1) 送還先国の状況の評価とノン・ルフールマン原則

欧州人権条約及び欧州人権裁判所の判例法に対する欧州司法裁判所の基

本的な立場は、リスボン条約の発効以前の事例であるため基本権憲章への

言及はないが、資格指令と欧州人権条約 3条の関係についての解釈指針を

要請されたElgafaji 事件の先行判決
(29)

に表れている。

Elgafaji 事件は、武装グループに生命を狙われていると主張してオラン

ダにおいて一時的居住許可を求めたがしりぞけられたイラク人夫妻による

上訴を受けたオランダ行政裁判所が先行判決を求めた事例で、補完的保護

の資格を規定した資格指令 15 条(c)が、欧州人権裁判所の解釈するところ

の欧州人権条約 3条との比較においてどのような権利を保障しているのか

が主な論点となったものである。資格指令 15 条 (c) は、補完的保護資格

の要素としての重大な侵害の一つとして「国際的又は非国際的武力紛争の

状況における無差別の暴力を理由とする文民の生命又は身体に対する重大

(29) Meki Elgafaji and Noor Elgafaji v. Staatssecretaris van Justitie, 17 February 2009,

C-465/07.
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かつ個別的な脅威」を挙げている。裁判所は以下のように判示して、当該

条文は欧州人権条約 3条とは直接対応せず、異なるかたちで、且つより広

い射程においてノン・ルフールマンを規定しているという見解を表明した。

欧州人権条約 3条の下で保障される基本権は、共同体法の一般原則の一

部をなしており、その遵守は当裁判所により確保される。更に、欧州人権

裁判所の判例法は共同体法秩序における当該権利の範囲を解釈するにあた

りこれを考慮に入れる。しかし、本質的に欧州人権条約 3条に対応するの

は、資格指令 15 条 (b) であり、15 条 (c) は内容を異にしている
(30)

。

15 条 (b) が「出身国における申請者の拷問又は非人道的又は品位を傷

つける取扱い又は刑罰」という特定されたかたちで「重大な侵害」を規定

しているのに対し「15 条 (c) において「(申請者の) 生命又は身体に対す

る重大かつ個別的な脅威」を構成するものとして定義される侵害は、より

一般的な侵害の危険をカバーしている
(31)

。」そこでは武力紛争の事態におけ

る「文民の生命又は身体に対する…脅威」という、より一般的な表現が使

われているからである。また、この脅威を生じさせる暴力は「無差別の」

とされており、脅威が個々人の事情に関わりなく及ぶことを意味している。

この文脈に照らせば、15 条 (c) に含まれる「個別の」という文言は、

武力紛争の事態が生じている国・地域に送還された場合に、当該個人がそ

こに所在するということだけで同項のいう脅威にさらされると根拠をもっ

て示すことができるほどに、当地において無差別の暴力が発生しているの

であれば、「誰であるかを問わず文民に対する侵害をカバーすると理解さ

れねばならない
(32)

。」

この解釈は「ある国の住民又はその一部が一般的にさらされる危険は、

通常それ自体で重大な侵害とみなされる個別の脅威を構成しない」と規定

している指令前文 26 項と矛盾するものではない。同項はある国において

一般的状況として危険が存在することだけでは 15 条 (c) 所定の要件が特

(30) Ibid., para. 28.

(31) Ibid., para. 33.

(32) Ibid., para. 35.
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定の人物について満たされているという十分な証明にはならないというこ

とを意味しているけれども、「通常」という用語を用いることで例外的状

況の可能性を残しているからである。その点で、補完的保護の申請人が自

ら個人的な事情の存在を証明するならばそれだけ、要求される無差別的な

暴力のレベルは低下するのである
(33)

。

以上の考察に照らし、指令 2 条 (e) と併せ読んだ 15 条 (c) は以下の

ことを意味すると解釈されねばならない。

「補完的保護の申請人の生命又は身体に対する重大かつ個別的脅威の存

在は、当該申請人が自らその個人的事情に特有の要素にために特に標的と

なっているという証拠を提示することを要件としていない。」「このような

脅威の存在は、……無差別の暴力の程度が、関係する国又は場合により関

係する地域に送還された後文民が、当該国又は地域の当該区域に所在する

ことのみによって当該脅威にさらされる実質的危険に直面すると信じられ

る実質的根拠が示されるほどに高い水準に達している場合には例外的に立

証されたとみなすことができる。」以上の解釈は、「欧州人権裁判所の 3条

に関する判例法を含む欧州人権条約と完全に両立することを付け加えるべ

きである
(34)

。」

この事件で欧州司法裁判所は、資格指令 15 条 (c) の解釈として、EU

法の関連規定が庇護申請者について欧州人権条約 3条よりも広い保護を提

供していることを示したといっていいだろう。裁判所はオランダ裁判所と

見解を異にして、15 条 (c) は欧州人権条約 3条に対応する規定ではない

としたうえでこの解釈を展開している。しかしその一方、当該解釈が欧州

人権条約 3条に関する判例法と何ら矛盾しないことを強調し、条約 3条と

その人権裁判所による解釈をなお意識している。

では、欧州人権裁判所はそれにどのように対応したのだろうか。

Elgafaji 事件判決の前年、2008 年に人権裁判所は NA. 対英国事件
(35)

の判

(33) Ibid., para. 39.

(34) Ibid., para. 43.

(35) NA. v. the United Kingdom, 17 July 2008.
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決を下している。スリランカ国籍でタミル族に属し、武装組織「タミルの

虎」に関与したことのある申立人が、スリランカへの送還により政府から

欧州人権条約 3条に反する取扱いを受ける虞があると主張した事例である。

人権裁判所は、それ以前の自らの判例を以下のように総括している。

「当裁判所は送還先国における一般的な暴力の事態が、当該国への送還が

必ず条約 3条の違反となるに十分な水準に達する可能性を決して排除して

いない」が、それは「最も極端な一般的暴力の事例であって、個人が単に

送還されるということだけでそのような暴力にさらされる現実的な危険が

ある場合に限られる
(36)

。」そしてその事例として、送還先国において申立人

が属する集団に対し組織的な暴力が生じていた場合 (Saadi 対イタリア
(37)

)

を挙げ、「それは、一般的な事態から、当局…が組織的に問題の集団に虐

待を加える蓋然性が高くなる場合である
(38)

。」として、特定の集団が侵害を

被る事態を想定し、申立人がこのような集団に属している場合には一般的

な暴力の自体の存在を立証すれば足りるという立場をとっている
(39)

。

人権裁判所はこの判決で、かつて Vilvarajah 対英国事件
(40)

判決で示した

解釈を変更している。Vilvarajah 判決で裁判所は、単なる一般的な不安定

の事態は、申立人の個人的な状況がその属する集団の他の構成員一般より

も悪いことを示す証拠がある場合にのみ 3条違反を生じさせる、という解

釈を示していた
(41)

。そのような要件を「最も極端な一般的暴力の事態」の場

合に限り課さないとしたのが NA. 判決であった。その場合、申立人の個

人的事情の立証は求められないが、判決の中で裁判所が挙げた事例からは、

申立人が部族等の社会集団の構成員であって当該集団が当局等によって組

(36) Ibid., para. 115.

(37) Saadi v. Italy, 28 February 2008, Reports of Judgments and Decisions 2008.

(38) NA. v. UK, para. 116.

(39) 本件の場合はスリランカ政府当局がなお「タミルの虎」との闘争において申立人を標的

とする危険があると認定し、申立人のスリランカへの送還は条約 3条違反を構成すると結

論している。Ibid., para. 147.

(40) Vilvarajah and Others v. the United Kingdom, 30 October 1991, Series A no. 215.

(41) Ibid., para. 111.
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織的に侵害を被っていることの証明は必要とされるという趣旨に受け取れ

る。それに対し、Elgafaji 判決は資格指令 15 条 (c) に基づき武力紛争の

事態を前提としつつ、侵害を被る集団への帰属という要件を設けることな

く一般的な暴力の事態の立証で足りる可能性を (例外的という条件付では

あるが) 示している。Elgafaji 判決が庇護申請者の送還からの保護につい

て、欧州人権裁判所の解釈する欧州人権条約 3条よりも広い保護を与える

解釈を資格指令について行ったという認識は構成国間でももたれることと

なった。例えば、以下に言及する欧州人権裁判所の Sufi and Elmi 対英国

事件で英国政府は、Elgafaji 判決が資格指令 15 条 (c) に基づき「3 条の

課す最低基準を超えて庇護申請者に保護を提供する」ことを可能としたと

いう認識を述べている
(42)

。

Elgafaji 判決への欧州人権裁判所の対応とその立場の表明は、同判決の

翌々年に下された Sufi and Elmi 対英国事件判決においてなされた。2名

の申立人はいずれもソマリア国籍で、自らのソマリアへの送還が欧州人権

条約 2条及び/又は 3条違反となると主張して各個に申立を行った。

裁判所は「……NA. 判決以後、裁判所にとって追放事案検討の際の唯

一の問題は、当事者の主張によって示されたすべての事情において、関係

個人が、もし送還されたならば条約 3条に反する取扱いに服する現実的危

険に直面すると信じうる実質的根拠が示されているか否かである
(43)

。」と述

べたうえで、条約 3条と資格指令 15 条(c)の関係を検討している。その際、

Elgafaji 判決が NA判決よりも送還からの保護を広く認めているという議

論を否定し、同判決でも一般的な暴力の存在の立証で足りるのは「例外

的」であるとされているのであって、3条と 15 条(c)はいずれも、例外的

な場合には問題の地域に送還された個人が単にそこに所在することのみに

よって危険にさらされるほどに酷い一般的な暴力の事態の結果として送還

禁止の効果を生ずる点で同じであると論じている
(44)

。

(42) Sufi and Elmi v. the United Kingdom, 28 June 2011, para. 221.

(43) Ibid., para. 218.

(44) Ibid., para. 226.
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確かに両判決とも例外的事態を想定しての解釈となっており、また

Elgafaji 判決も個人的事情の立証を全く不要としているわけではない。し

かし、Sufi and Elmi 判決を NA. 判決と比較した場合に、「極
・

め
・

て
・

例外的」

という表現や、部族等特定の集団に対する侵害に関する事例の列挙はない。

Elgafaji 判決との両立確保に向け、微調整ながら実質的な判例の変更が行

われていると読むことができるように思われる。

以上から次の 2点が読み取れる。すなわち、①両裁判所が互いに判決、

判例を意識し、互いの判断に大きな隔たりが生じないように事実上の配慮

を行っているということ、そして ②両裁判所の相互作用が庇護申請者

の保護の拡張の方向に働いていること、である。EU構成国がすべて欧州

人権条約の締約国であるのに対し、欧州人権条約締約国はEU構成国以外

の諸国を含んでいる。この点で、EU法の解釈にあたり人権条約乃至人権

裁判所の判例を参照することに比べて、人権条約の解釈にあたりEU法乃

至欧州司法裁判所の判例を参照することは適切性を欠く、あるいは敢えて

参照する必要はない、という議論は事実としてある
(45)

。①に関して人権裁判

所が極めて慎重な論じ方をしているのはそのためであるといえるだろう。

しかし、②の方向性は確かに表れている。このことを更に検証するために、

CEASとの関連で最も問題とされてきた、庇護審査責任国制度 (最新では

2013 年にダブリン II 規則の改訂版としてダブリン III 規則が成立してい

る
(46)

) に関する両裁判所の相互作用を見てみよう。

(2) ダブリンシステムと移送先国の安全性の推定

ダブリン条約に基づく庇護審査責任制度の下での責任国への移送が欧州

人権裁判所で初めて申立事件の主題となったのは、2000 年に不受理決定

(45) Ibid., para. 223.

(46) Regulation (EU) No 604/2013 of the European Parliament and of the Council of 26 June

2013 establishing the criteria and mechanisms for determining the Member State

responsible for examining an application for international protection lodged in one of the

Member States by a third-country national or a stateless person (recast),Official Journal L

180, 29. 6. 2013, p. 31.
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がなされたTI 対英国事件
(47)

においてであった。スリランカ国籍のタミル人

である申立人をダブリン条約に基づきドイツに送還することが英国の欧州

人権条約 3条違反を構成する、すなわちドイツへの送還は結果としてスリ

ランカへの送還に至り、そこで申立人が 3条に反する処遇を受けるおそれ

があるという主張に対し人権裁判所は、ドイツが 3条の義務を履行しない

と仮定する根拠がないとしてこれをしりぞける決定を行ったが、その際、

間接的送還の結果申立人が 3条違反の処遇を受ける場合でも英国の義務は

影響を受けないのであって、英国はダブリン条約の取極に当然に依拠する

ことはできないと述べている。この決定以来、裁判所は同システムを一定

の懸念をもって見ていくことになる。

しかし 2005 年に不受理の決定がなされた K. R. S. 対英国事件
(48)

では異な

る論旨が展開された。イラン人たる申立人のギリシャへの移送が欧州人権

条約 3条違反を構成するという主張に対し裁判所は、UNHCRが当時行っ

ていた、ギリシャの庇護制度に問題があるためギリシャへの移送は行わな

いようにとの勧告
(49)

等を考慮のうえで移送を差し止める仮保全措置を指示し

た。ところが裁判所は、ギリシャの状況に問題があることを認めつつ、ギ

リシャがイランへの送還は行っていないことを確認した上で、申立を行う

としたらギリシャへの移送後にギリシャを相手取って行うべきであると述

べて申立を不受理とした。

TI と K. R. S. の両決定は少なくともニュアンスを異にする
(50)

。前者では

(47) T. I. v. the United Kingdom, 7March 2000, Reports of Judgments and Decisions 2000-III.

詳しくは戸田五郎「非国家主体による迫害と難民の保護」浅田正彦 (編)『二十一世紀国

際法の課題』有信堂 (2006 年) 171-196頁。

(48) K. R. S. v. the United Kingdom, 2 December 2008.

(49) 例えば、UNHCR, UNHCR Position on the Return of Asylum-Seekers to Greece under

the “Dublin Regulation”, 15 April 2008, http : //www.unhcr.org/482199802.pdf, (最終閲

覧：2016 年 9月 19日) では、受入条件等の問題によりギリシャへの移送を差し控えるこ

とが勧告されている。ギリシャは 2008 年に法改正を行ったが、UNHCR としてなお問題

ありとの姿勢は継続している。UNHCR, Press Release No. 32/09, 17 July 2009.

(50) T. I. と比較して K. R. S. を批判する論調として、Cathryn Costello, ʻCourting Access to

Asylum in Europe : Recent Supranational Jurisprudence Exploredʼ, Human Rights Law

Review, Vol. 12, no. 2, 2012, pp. 287-339, p. 320.
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間接的送還の場合でも最初の送還元国の負う義務に変わりはないとして、

ダブリンシステムに基づく移送元国に対し同システムに自動的に依拠する

ことを戒めつつ、後者ではむしろ同システムに基づく移送先国の責任に重

点が置かれている印象を与える。これは、ダブリンシステムに対する懸念

の点では共通しているものの、ダブリン事案に対する対応が未だ固まって

いなかったことを示しているようである。それが固まるのは次のM. S. S.

対ベルギー・ギリシャ事件
(51)

判決においてのことになる。

この判決については既に評釈の機会をもった
(52)

ので詳細はそちらに譲り、

概要のみ示す。M. S. S. の申立人はアフガニスタン人で、ダブリン II 規則

に基づきギリシャに送還され庇護申請を行ったが、当地の庇護申請制度の

下で結果として路上生活者となった。

欧州人権裁判所は両被申立国に条約違反を認定した。ギリシャについて

は、申立人を極度の貧困の状況においたこと等により条約 3条違反、庇護

審査手続に関する情報の不十分さや手続の欠陥 (決定の極端な遅延、最初

の決定がほぼすべて不許可で詳細な理由が付されない等) により 3条との

関連における 13 条違反が認定された。ベルギーについては、ダブリン II

規則の下でベルギーには自ら審査を行うという選択があり得た一方、移送

の時点でギリシャの状況は十分に把握されており、ベルギー当局は機械的

にダブリン規則を適用してギリシャへの移送を行っていたと認定し、申立

人のギリシャへの移送が条約 3条違反にあたるなどと認定した。このよう

にして判決は、構成国の安全性と共通の保護基準の存在という建前の下で

構築されてきたダブリンシステムの実情と問題点を明らかにした。

M. S. S. 判決への欧州司法裁判所からの応答と位置づけることができる

のが N. S./M. E. 事件判決である。この事件は、ダブリンシステムに基づ

き庇護申請者の審査責任国たるギリシャへの移送を行うこととなった英国

とアイルランドの裁判所が、審査責任国でない国の自発的な責任引受けに

(51) M. S. S. v. Belgium and Greece, 21 January 2011 [GC].

(52) 戸田五郎「ダブリン規則の適用事案に関する欧州人権条約違反認定」国際人権 22 号

177-179頁。
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ついて規定したダブリン II 規則 3 条 2 項 (「主権条項」と呼ばれる) と

EU基本権憲章 1、4、18 条、19 条 2 項及び 47 条の解釈について個別に先

行判決を求めたものである。主な諮問事項を英国のそれに沿ってまとめれ

ば以下のようになる。

(1) ダブリン II 規則 3 条 2 項に基づき同規則の下で自国が責任国とはな

らない構成国が行う、庇護申請を審査するか否かの決定は、EU運

営条約 6条及び／又は基本権憲章 51 条の目的に照らし、EU法の射

程内に入るか。

(2) EU 基本権の尊重義務は、責任国が EU 法の下で申請者の基本権を

尊重するであろうという「反証の余地なき推定 (みなし、conclu-

sive presumption)」の働きを排除するか
(53)

。だとすれば、構成国は

EU 法の下で、責任国への移送が申請者を基本権の侵害の危険にさ

らすことになる場合、同規則 3 条 2 項に基づき審査責任を引き受け

る権限を行使する義務を負うのか。

(3) ダブリン規則の適用を受ける個人に対して EU法の一般原則及び基

本権憲章 1条、18 条、47 条により与えられる保護の範囲は、欧州人

権条約 3条の与える保護よりも広いものであるのか。

欧州司法裁判所は以下のように回答した。

(1) に関して、ダブリン II 規則 3 条 2 項によれば、その規定する裁量

により庇護申請の審査を行う旨決定した構成国は同規則上の審査責任国と

なることになっており、それ自体責任国決定のメカニズムの一部をなす。

よって、当該構成国は基本権憲章 51 条 1 項の意味において EU法を実施

しているとみなされる。すなわち、「主権条項」に基づく決定も基本権憲

章の適用対象となる。

(2) に関して、CEASは構成国の相互信頼の原則に基づいており、すべ

ての構成国における庇護申請者の取扱いは基本権憲章、難民条約及び欧州

人権条約に合致していると推定しなければならない。庇護申請者が審査責

(53) アイルランドの諮問事項は、ほぼ (2) と (3) に相当する。
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任国に移送された場合に基本権と両立しない仕方で取り扱われる実質的な

危険がありうるが、当該国のあらゆる基本権侵害が他の構成国のダブリン

規則規定の遵守義務に影響を及ぼすとは結論できない。もし影響を及ぼす

とすれば、すなわち審査責任国による関連指令等のいかなる違反も必ず、

庇護申請が行われた構成国が申請者を責任国に移送することを妨げる結果

を導くとすれば、それはダブリン規則に新たな審査責任国決定基準を付加

することになるし、審査責任国の義務から実質性を奪い、EUにおいて行

われた庇護申請の審査責任国を迅速に指定するという目的の実現を危殆に

瀕せしめる。その一方、審査責任国の庇護手続及び受入条件においてシス

テム上の瑕疵があり、その結果として当該構成国に移送された庇護申請者

に対し憲章 4条の意味における非人道的又は品位を傷つける取扱いが生じ

ると信じうる実質的根拠がある場合、移送は当該規定と両立しない。

M. S. S. 事件で欧州人権裁判所が庇護を巡るギリシャの状況について

UNHCRその他種々の情報を利用したことに照らせば、構成国は責任国に

よる基本権遵守と、従って当該国に移送された場合に庇護申請者がさらさ

れる危険を評価するに必要な手段を欠いているというベルギー、イタリア、

ポーランド政府の主張は当たらない
(54)

。

従って、本件国内手続において問題となっている事態において、EU及

びその構成国の庇護申請者の基本権保護に関する義務遵守を確保するため

に、国内裁判所を含む構成国は、ダブリン II 規則の意味における「責任

を有する構成国」における庇護手続と庇護申請者の受入条件におけるシス

テム上の欠陥が、当該庇護申請者が憲章 4条の意味における非人道的取扱

い又は品位を傷つける取扱いに服する現実的危険に直面すると信じうる実

質的根拠となることを認識していないとはいえない場合には、当該構成国

に庇護申請者を移送してはならない。その場合、庇護申請者所在国はダブ

リン II 規則に基づき他の審査責任国が特定できるか否かを検討しなけれ

(54) 本件ではこれら 3カ国を含め 12 の構成国が欧州司法裁判所手続規則第 4 章に基づき参

加している。
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ばならず、それが不当に長期化して当該申請者の基本権が侵害されるよう

な場合には必要に応じ同規則 3条 2項に従って自ら申請を審査しなければ

ならない。

以上の検討から、庇護申請者の基本権が審査責任国により尊重されてい

るとみなすという前提に基づくダブリン II 規則の適用は、同規則を基本

権と合致するように解釈適用する構成国の義務と両立しない。

(3) に関して、欧州人権裁判所の K. R. S. 決定を念頭に置いて諮問され

たと推測されるところ、欧州人権裁判所はその後M. S. S. 判決を下してベ

ルギーの条約違反を認定するに至っているため、上記と異なる回答をする

必要はない。

(3) 若干の検討

M. S. S. 判決は UNHCR を始めとする多くの政府間及び非政府組織から

の情報に基づいて、庇護に関するギリシャの法状況、事実状況を評価し、

それに基づいてギリシャへの移送が欧州人権条約 3条違反を構成すると認

定している。それにより、ダブリンシステムが基礎をおく構成国間の信頼

性が反証により覆る可能性が示唆され、N. S./M. E. 判決がそれを明らか

に示すことになったが、この判旨は欧州人権裁判所が NA. 判決を経て

Sufi and Elmi 判決において明確にした、申立人の個人的事情の立証を必

ずしも必要とせず、「当事者の主張によって示されたすべての事情におい

て、関係個人が、もし送還されたならば条約 3条に反する取扱いに服する

現実的危険に直面すると信じうる実質的根拠が示されているか否か」に基

づいて送還の可否を判断するという基本的姿勢を背景に生まれたものと見

ることができる
(55)

。M. S. S. 判決が「実質的根拠」の存在の立証に言及する

のに対し、N. S. /M. E. 判決はその存在を移送元国が「認識していないと

はいえない」ことの立証を要件としているのは、後者が反証を可能としつ

(55) 欧州人権裁判所のこの姿勢は、ダブリン事例ではないもののより最近のHirsi Jamaa 対

イタリア事件判決において更に明瞭に示されている。Hirsi Jamaa and Others v. Italy, 23

February 2012 [GC], Reports of Judgments and Decisions 2012.
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つ推定の存在自体を否定していないことと関連するように思われるが、必

要とされる立証の度合いにおいて差違が生ずるとも考えられる
(56)

。この点を

明らかにするにはなお判例の動向を見ていく必要がある。

M. S. S. 判決から N. S/M. E. 判決を時系列的に見れば、N. S./M. E. 判決

を導いた英国及びアイルランド裁判所からの先行判決要請は、M. S. S. 判

決よりも前になされている。M. S. S. 以前には欧州人権裁判所の先例とい

えばK. R. S. 決定であった。同決定は申立を不受理とすることで実質的に、

ダブリンシステムが前提としている移送先国の安全性推定の絶対性を否定

しておらず、諮問事項 (3) はそれを前提としたものであり、同決定に一

定の批判があることをも前提としていたと見ることができる。この経緯は

M. S. S. 判決における画期的判断に影響を与えずにはいなかったと推測さ

れる。N. S./M. E. で先行判決が要請されたことで、EU内部でダブリンシ

ステムの運用につき動きが生じつつあるのが示されたことが最終的に、欧

州人権裁判所をM. S. S. 判決に向かわせたと考えられるからである。

M. S. S. 判決に依拠する一方で、欧州司法裁判所は人権裁判所に比べ、

ダブリンシステムの趣旨をなお尊重する態度を残しているようには思われ

る。N. S. 事件に関する法務官の意見は、諮問事項(2)に対し明確に肯定す

る見解を表明していた
(57)

。判決はそれを排して、ダブリンシステムに基づく

審査責任国決定作業の継続を求めつつそれが長期化することにより申請者

の基本権が侵害されるような場合にはじめて「主権条項」の適用義務を認

めている。実際には、移送により庇護申請者の基本権憲章 4条等の基本権

が侵害される虞がある移送先国以外に同システム上安全な審査責任国が見

出せない場合には実質的に「主権条項」の適用が義務づけられることとな

り、法務官意見との差違はさほど大きいものにはならないように思われる

が、同システムの趣旨と運用を可能な限り尊重する裁判所の態度が示され

ている。

(56) Costello, Op. cit., p. 330.

(57) Opinion of Advocate General Trstenjak delivered on 22 September 2011, Case C-411/10

N. S. v Secretary of State for the Home Department, para. 127.
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4 結びに代えて

本稿における以上の検討は以下のようにまとめることができよう。

EU 法の枠組みにおいて、基本権憲章と (EU 法の一般原則をなすとい

うことを通じて) 欧州人権条約という 2つの人権に関する国際文書が並存

し、かつ各々の解釈適用機関として欧州司法裁判所と欧州人権裁判所が並

立しており、両文書間、両裁判所間には効力乃至権限において優劣はない。

基本権憲章は、両文書が同じ権利を規定する場合には双方が意味するとこ

ろは同一である旨規定しているが、その一方、同規定がEU法の自律性を

損なうものではないことを確認している。少なくとも、基本権憲章のこの

規定は必ずしも、欧州司法裁判所が欧州人権裁判所の解釈に服し、自らの

解釈を限定する義務を負うことを意味しない。そこでは少なくとも潜在的

に、特定の権利に関する両裁判所の解釈が食い違い、衝突する可能性があ

る。しかし、両裁判所は一般的にいえば、判決を下すに当たって互いの関

連判例を意識し、少なくとも明白な矛盾が生じないように配慮していると

いうことができる。例えば Vermeulen 判決から Emesa Sugar 判決に至る

流れは、矛盾を顕在化させないという意味で消極的な配慮が働いた例であ

る。

翻って CEAS 関連の事例では、両裁判所が払う互いへの配慮が、「管

理」から「保護」へと向かう CEAS の方向性を裏書きするように、「保

護」を強化する効果をもたらしているということができる。両判例は、そ

の方向に向けて互いを意識しつつ前進しているのである。このような両裁

判所の態度は、EUの欧州人権条約加入が実現した場合には変化していく

のだろうか
(58)

。基本的には大きな変化はないのではないかと思われる。先に

見た、EUの欧州人権条約加入協定案に対する欧州司法裁判所の反対意見

が、欧州人権条約への加入により人権裁判所による人権条約の解釈は EU

とその機関を拘束する一方、欧州司法裁判所によるEU法 (基本権憲章を

(58) 加入後の両裁判所の関係について Lock, Op. cit., pp. 218-241.
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含む) の解釈は人権裁判所を拘束するとしなければならない (にもかかわ

らず協定ではそのような調整が図られていない)、と述べているのは、自

らの権限の制約への警戒の他に、これまで互いの権限関係が実は不明確な

状況で両裁判所が積み重ねてきた実行に法的裏付けを与えることを求めて

いるとも読めるからである。

本稿執筆の時点で、ダブリン規則の見直しが進んでいる。欧州委員会は

2016 年 4月にダブリン III 規則を更に改正するダブリン IV 規則案を発表

した
(59)

。そこではしかし、本稿で検討したダブリンシステムの「主権条項」

の適用拡大、義務化とは逆行する提案がなされている。すなわち、「主権

条項」は庇護審査責任国が特定できる場合には適用を排除され、また「主

権条項」の適用範囲自体も、同規則案の規定する家族関係の範囲には入ら

ないがなお家族として考慮すべき事情がある場合に限定されている
(60)

。これ

に対しては早速強い批判があり
(61)

、「主権条項」は現行のままとすべきであ

るとの提案がなされている
(62)

。確かに、CEASの「管理」としての側面はダ

ブリンシステムにおいて最も強く、「主権条項」適用義務を通じた「保護」

の側面の強化は同システムの存在意義にかかわってくるともいえる。委員

会の提案は同システムを維持していくことを前提とすれば必要なものとし

てなされたのかもしれないが、提案書において基本権への言及は極めて少

ないといわねばならず、批判は当然に予測されるところである。ダブリン

システムを含めた CEAS の「保護」化の鍵が両裁判所による両人権文書

の解釈適用にあることが、以上のような最近の動きに照らせば尚更明瞭に

(59) European Commission, Proposal for a Regulation of the European Parliament and of the

Council establishing the criteria and mechanisms for determining the Member State

responsible for examining an application for international protection lodged in one of the

Member States by a third-country national or a stateless person (recast), 4. 5. 2016, COM

(2016) 270 final.

(60) 19 条 1 項、2項、Ibid., pp. 49-50.

(61) European Parliament, Directorate General for Internal Policies, Policy Department C :

Citizensʼ Rights and Constitutional Affairs (Author : FrancescoMaiani), The Reform of the

Dublin III Regulation : Study, p. 40.

(62) Ibid., p. 57.
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浮かび上がってくるだろう。

付記

本稿脱稿後、佐藤以久子「シリア難民――武力紛争下を逃れた文民に対す

る EU の国際的保護の資格基準：重要判例を通して」国際人権 27 号 45-50頁

に接した。本稿で触れた資格指令 15 条(c)とその関連判例について、周到な分

析がなされている。
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